
Ⅰ．はじめに

　九州大学北海道演習林（３，７１３ha）の北部一帯には，約４３０ha

のカラマツ人工林が造成されている。この人工林は，１９５２年に発

生した山火跡地の早期緑化を基本方針として造成されたことから，

その造成当初においては種々の側面からの計画考慮の余裕がな

かったというのが実状である。

　現段階では，４５～５５年生に達したこれらのカラマツ人工林に関

する研究が進展し，皆伐－人工植栽方式に基づく育林プロセス

（光田ほか，２００１，２００３；今田ほか，２００５）の研究成果について

は実用レベルに達した。しかしながら，それらの研究に基づく保

続生産システム（今田ほか，２００５）については，実用レベルに達

した研究成果は見られない。

　そこで，これらのカラマツ人工林を１作業級と想定し，その保

続生産システムの基本設計を試みた。そのシステムに名称を付す

るとすれば，「等高帯状３伐生産システム」が妥当であろう。こ

のシステムの基本設計内容を明らかにしたのがこの論文である。

　なお，この等高帯状３伐生産システムという研究上の成果が，

実際上当人工林に適用試験されるか否かは，直接的には九州大学

北海道演習林によって判断されるべきであり，全く別次元の問題

であることを冒頭に断っておきたい。

Ⅱ．想定作業級の立地的・技術的概況

　１作業級と想定したカラマツ人工林の分布状態を示すと図－１

のとおりである。この図から明らかなように，山火跡地に造成さ

れた人工林であることから，山火事が地形に対応していないのに

伴って，人工林境界線が地形に対応せず，沢から尾根まで植栽さ

れている場合や，山腹斜面の中腹まで，あるいは下部に止められ

ている場合もある。

　その林齢は，早期緑化が進められたことから，４５～５５年に集中

しており，大面積皆伐跡地の人工林の様相を呈している。した

がって，現状の林齢の側面から，森林誘導（今田ほか，２００５）に

着手するにあたって主伐順序を計画考慮する余地がない状況にあ

る。

　この想定作業級は，面積が４３０ha であるが，その標高は図－１

に示すように約２００～４００mの間にあって，緩傾斜地が多く分布す

る丘陵性の地形を呈している。その地形上の特徴から，主要な各

稜線の標高差が比較的小さいこともあって，等高線方向に沿った

帯状伐採が進めやすい条件下にあるといえる。

　このカラマツ人工林には，図－２に示すように，間伐の実施に

応ずる林道が既設されており，その密度は約７０m ／haに達してい

る。この保続生産システムの設計にあたっては，これらの既設林

道の利活用を十分に考慮すべき現状にある。

　この想定作業級一帯の年降水量は７７０mmであり，さらに急傾

斜地がわずかに分布するにすぎないことから，崩壊地はきわめて

少ない現状にあり，小面積皆伐による斜面崩壊の危険度は高くな

いと推察される。
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Ⅲ．　育林方式選定・育林プロセス設計

　前述のような立地的・技術的諸条件を前提として保続生産シス

テムの基本設計を試みる。その設計にあたっては，それに先行し

て育林方式が選定され，それに続いて育林プロセスが設計されて

いるのが基本である（今田ほか，２００５）。ただし，実際には，育

林プロセス設計がある程度進んだ途中段階からは，それに基づく

保続生産システム設計にも着手し，相互にフィードバックを繰り

返しながら両者の設計が進められる。

１．育林方式選定

　育林方式は，単位林地を対象とした伐採－更新の有機的結合手

法であるが（今田ほか，２００５），ここでの更新方式としては，北

海道地方のカラマツの更新特性から判断して，人工植栽方式を採

用するのが妥当である。

　それに応ずる伐採方式としては，やむなく採られた大面積育林

方式から小面積育林方式への転換を図ることを目的として，漸伐

方式に包括される３伐方式を採用する。この３伐方式とは，漸伐

－天然更新方式における予備伐→下種伐→後伐という３段階の主

伐回数をそれぞれ１回とし，同一更新面に対して主伐を３回に分

け，その主伐ごとに３回の人工植栽を実施する方式である（今田，

１９８８；今田ほか，２００５）。この方式によると，結果的には皆伐状

態の林面を縮小分散化することが可能となる。

　その主伐面の形状は，落水線方向の伐採を避け，等高線方向に

沿った帯状とし，山腹斜面ひいては流域保全に配慮して，伐採面

下部になるべく多くの安定化林分（１５年生以上のカラマツ林分）

を残置しながら，山腹上部から下部に向かって伐採－更新を進め

る方式を採用する。

２．育林プロセス設計

　育林プロセスは，前の育林方式を前提として，更新から主伐ま

での全育林過程にわたる育林作業の有機的一貫性のある長期時系

列である（今田ほか，２００５）。ここでは，設計された育林プロセ

スの詳細にまではふれず，この保続生産システムの基本設計上必

要と認められる要点のみを明らかにするに止める。

　その第１の要点が伐期齢である。この想定作業級の現状におけ

る伐期齢は一部が５０年とされているが，大部分は６０年以上とされ

ている（田代，２００２）。ここでの伐期齢を決定するにあたっては，

３伐方式を採用することから，１回目と２回目，さらに２回目と

３回目の主伐の間隔年数（両者を同一年数とし，以下主伐間隔年

数という）の倍数になるように調整する必要がある（今田ほか，

２００５）。このような単位林地を対象とする伐期齢，したがって作

業級を対象とする輪伐期と主伐間隔年数の関係が調整されていな

い場合には，作業級の保続生産システムが正常に稼動しないから

である。さらに，同演習林の管理計画期間が１０年（したがって１

70

Kyushu J. For. Res. No. 59　2006. 3

図－１．九州大学北海道演習林の北部一帯におけるカラマツ人工
林の分布状態（想定作業級の団地の構成状態）
注）カラマツ人工林内に介在する小面積の広葉樹天然生

林も，便宜上カラマツ人工林に含めた。

　　図－２．カラマツ人工林内の林道の開設状態
　　　　　　注）カラマツ人工林内のみの林道密度は約７０m／ha

図－３．等高帯状３伐生産システムにおける間伐プロセス
注）樹高成長モデル（Mitsudaet al., ２００３）および林分

密度管理図（日本林業技術協会，１９９９）を応用し，
間伐および９０年生時皆伐による収穫収入の最大化を
目的とした動的計画法により最適な本数間伐率を設
定した。



齢級年数は１０年が望ましい）であること，伐期齢の高齢化（した

がって輪伐期の長期化）も考慮して，主伐間隔年数を１５年とし，

伐期齢をその倍数の９０年（１０年の倍数でもある）とする。

　第２の要点は間伐プロセスである。この主伐間隔年数（１５年）

と間伐間隔年数を一致させ，初回間伐林齢を１５年とし，以降１５年

間隔で一定化させ，３０，４５，６０，７５年の計５回の間伐を実施する

間伐プロセスとする。その間伐プロセスを成長モデルの応用によ

り動的計画法によって設計すると図－３のとおりである。

　このように主伐間隔年数と，間伐間隔年数を一定化した上で一

致させるという時間的制御により，この保続生産システムが正常

に稼動する森林施業段階では，図－４，－５に示すように主伐林

分（９０年生）－７５年生間伐林分－６０年生間伐林分を落水線方向に

連結させるという空間的制御が可能となり，さらに４５年生－３０年

生－１５年生間伐林分も同様であって，主間伐集材作業が効率的に

進められるというメリットが生じる結果となる。

Ⅳ．３伐結合年伐区の設定

　前述のような育林方式と育林プロセスに基づき，等高帯状３伐

生産システムの基本設計を進める。その基本設計の最初の手順が

「３伐結合年伐区」の設定である。ここでは，この想定作業級に

皆伐方式を採用した場合をベースとしてその設定手法を論述する。

このような論述方法をとった方がその設定手法を理解しやすいと

判断したからである。

１．皆伐年伐区の結合

　この等高帯状３伐生産システムを適用する約４３０ha のカラマツ

人工林に輪伐期９０年の皆伐－人工植栽方式を採用して森林細部組

織計画（今田ほか，２００５）を策定したと仮定する。この作業級内

には，林道敷・保護樹帯等の付帯設備用地として３０ha 前後があ

てられたと仮定した場合，標準面積４．５ha（≒４００ha ／９０年）の皆

伐年伐区が９０個設定される。この皆伐－人工植栽作業級の森林細

部組織をそのままにして，その作業級にこの３伐－人工植栽方式

を採用したと仮定する。

　その場合の各皆伐年伐区（標準面積：４．５ha）における育林プ

ロセスは図－４の模式図のとおりである。すなわち，第１回目の

主伐（当生産年度の成長休止以後に伐採，以下同様）により１皆

伐年伐区内の立木材積の約１／３が収穫され，その伐採跡地に人

工植栽（主伐翌年度の成長開始直前に植栽，以下同様）が行われ

る。ついで，初期成長の早いカラマツ植栽樹が１５年生に達し安定

化したときに，第２回目の主伐により残りの約１／２（当初の立

木材積に対しては約１／３強）の立木材積が収穫され，その伐採

跡地に人工植栽が行われる。さらに，１５年（当初からでは通算３０

年）が経過した時期に，第３回目の主伐により残存立木材積の全

部（当初の立木材積に対しては約１／３強）が収穫された後に人

工植栽が行われ，１皆伐年伐区の更新が完了する。

　このような育林プロセスをたどると，主伐年伐量に関しては皆

伐－人工植栽作業級の場合とは異なった手法をとらねばならない。

すなわち，皆伐－人工植栽作業級の場合には各生産年度の主伐年

伐量は単一の皆伐年伐区（標準面積：４．５ha）の主伐によって得

られるが，３伐－人工植栽作業級の場合には単一の皆伐年伐区か

らは主伐年伐量の約１／３しか得られないことから，３個の皆伐年

伐区からそれぞれ約１／３ずつの立木材積を収穫して各生産年度

の主伐年伐量としなければならない。

　したがって，３伐－人工植栽作業級では，各生産年度における

新植・下刈・除伐・枝打・間伐等を包括した森林誘導，さらにそ

れが進展し保続生産システムの正常な稼動が可能となった以降の

森林施業（今田ほか，２００５）は，単一の皆伐年伐区ではなく，つ

ねに３個の皆伐年伐区を一組とし，それを単位として進められる
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図－４．３伐結合年伐区の育林プロセス
　　　　注）伐期齢：９０年，主伐間隔年数：１５年，
　　　　　　間伐林齢：１５，３０，４５，６０，７５年（１５年一定間隔）



必要がある。このような森林誘導，それに後続する森林施業の実

態に対応して，図－４のように３個の皆伐年伐区をあらかじめ結

合させて配置しておくのが妥当である。このように３伐－人工植

栽作業級を皆伐－人工植栽作業級と想定した場合の皆伐年伐区

（標準面積：４．５ha）を３個結合した区画（標準面積：１３．５ha）

を「３伐結合年伐区」と称する（今田ほか，２００５）。

２．皆伐年伐区の結合方向

　この３伐結合年伐区を山腹斜面に設定する手法を模式図として

示したのが図－５である。この模式図は，想定作業級の地形分析

に基づき，山腹斜面の尾根から沢までカラマツが植栽され，その

斜面長が約６５０mの場合を例示している。この図に示すように，

皆伐年伐区（標準面積：４．５ha ＝１５０m×３００m）を等高線方向に

３個結合し，その内部の帯状伐採を山腹上部から下部に向かって

進める。

　このような結合方向をとった場合には，落水線方向の結合より

も，伐採面の下部に，より多くの安定化林分を残置しながら伐採

を進め得るからである。なお，先述したように，ここではカラマ

ツは初期成長が早いことから，１５年生以上の林分を安定化林分と

みなす。

３．３伐結合年伐区の標準面積と設定数

　図－５に示すように，３伐結合年伐区の標準面積は１３．５ha（＝

４．５ha ×３個＝１５０m×９００m）であり，その作業級内への設定総

数は３０個（＝輪伐期９０年／皆伐年伐区結合数３個）となる。

　なお，その３０個の３伐結合年伐区の作業級内設定手法とその３

伐結合年伐区単位での主伐（具体的には第１回目主伐）の時空間

制御システムについては，この基本設計段階では論及せず，次の

細部設計段階にゆずりたい。

４．採用する集材方式と集材路間隔

　採用される集材方式は集材クレーン車，スイングヤーダ，タ

ワーヤーダのいずれかを前提とし，その集材距離の基準を１５０m

として，山腹斜面に２段の集材路線が開設される場合を想定して

図－５は示されている。したがって，その開設間隔は山腹斜面の

落水線方向に３００mが基準となる。

　実際には，カラマツ人工林が山腹中部以下あるいは下部以下に

止まって，この保続生産システムを適用すべき斜面長が短く，一

段の集材路開設によって集材面（主間伐面）をカバーできる場合

もあるが，その場合にはこの図－５に準拠すればよい。もちろん，

いずれの場合でも既設の林道路線が利活用されるべきである。

Ⅴ．等高帯状３伐区の設定

　この等高帯状３伐生産システムの基本設計の第２手順が等高帯
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図－５．３伐結合年伐区・等高帯状３伐区の設定模式図
注１）　●●　：３伐結合年伐区界，　●　：等高帯状３伐区界
注２）①，②，③：各３伐結合年伐内区における等高帯状３伐内単位の主伐－植栽順序
注３）→：集材方向

図－６．第２１林班を対象とした３伐結合年伐区（２個）・等高帯
状３伐区（６個）の設定例

注１）　　○　：３伐結合年伐区の設定過程において，山腹斜面２
分割の目安になる落水線方向の主要な斜面長

注２）　　○　等高帯状３伐区の設定過程において，３伐結合年伐
区内の山腹斜面３分割の目安になる落水線方向の補足的な
斜面長。この過程でも，前述の主要な斜面長も当然のこと
ながら活用される。

注３）等高帯状３伐区の面積には，便宜上林道敷の面積も含まれ
ているが，周辺部に保護樹帯を設定したために，標準面積
（４．５ha）よりもかなり小さくなっている。



状３伐区の設定である。図－５に示すように，各３伐結合年伐区

（１３．５ha ＝９００m×１５０m）を等高線方向に３分割して３回の主伐

面を設定する。その等高線方向の帯状の主伐面をここでは「等高

帯状３伐区」と称する。この保続生産システムは，その等高帯状

３伐区を基軸とすることから，その名称を「等高帯状３伐生産シ

ステム」とした。

　この等高帯状３伐区の標準面積は，皆伐年伐区のそれと同一の

４．５ha（９００m×５０m）であり，帯幅（落水線方向）５０m，帯長

（等高線方向）９００mが標準となる。

　図－５に基づいて，想定作業級の一部を対象として実際に等高

帯状３伐区を設定した場合を例示すると図－６のとおりである。

この対象地は想定作業級最南部の第２１林班であり，その面積が

２５．９３ha であることから，３伐結合年伐区（標準面積：１３．５ha）

が２個設定される面積規模にあると判断される。したがって，そ

れを等高線方向に３分割した等高帯状３伐区の設定数は６個とな

る。この図から明らかなように，等高帯状３伐区の帯幅・帯長，

したがって面積（３．１１～４．２３ha）も地形に制約されることから

一定ではなく，部分的には帯長方向が等高線方向でない場合もみ

られる。図－５の模式図を実際の林地に適用する過程では，この

程度の変則的な設定状態は許容されるものと考えられる。

Ⅵ．主間伐林分の連結配置とそれによる伐出作業の効率化

　図－５のように落水線方向の帯幅（標準５０m）が狭く，等高線

方向に長い帯長（標準９００m）をもつ等高帯状３伐区単独では，

主間伐材の伐出作業効率の低下というデメリットが生じるのが通

例である。このデメリットを解消する方策として，この等高帯状

３伐生産システムでは，育林プロセス設計において主伐間隔年数

を一定化（１５年）し，さらに間伐間隔年数も一定化（１５年）した

上で，両者の間隔年数を一致（１５年）させる方策を講じた。

　このような単位林地を対象とした時間的制御によって，この保

続生産システムが正常に稼動する森林施業過程では，図－７の主

伐－植栽順序に示すように，主伐の対象となる９０年生の等高帯状

３伐区林分の直下に，７５年生間伐の対象となる等高帯状３伐区林

分が連結され，さらにその直下に６０年生間伐の対象となる等高帯

状３伐区林分が連結されるという作業級を対象とした空間的制御

が可能となる。この３者の落水線方向の連結状態は，いずれの生

産年度においても，想定作業級内を移転しながら，どこかの一カ

所に現出する。さらに，この図には４５年生－３０年生－１５年生間伐

の対象となる等高帯状３伐区林分についても，同様な連結状態，

現出状態であることが示されている。

　したがって，主間伐材の伐出作業は，５０m×９００mの等高帯状

３伐区単独ではなく，つねに１５０m×９００mの３伐結合年伐区が対

象となり通常の伐出作業面とかわりなく，さらにその対象作業現

場は，生産年度ごとに移転するものの，４３０ha の想定作業級中の

２カ所に限定されることから，その作業効率の低下は回避できる

と考えられる。

　なお，４５～５５年生のカラマツ人工林をこの等高帯状３伐生産シ

ステムによる保続生産林へ誘導する過程（森林誘導過程：第１輪

伐期間）においても，図－４に示すように森林誘導が進展するに

つれて，主間伐林分が連結化されてゆく。

Ⅶ．　おわりに

　九州大学北海道演習林の北部一帯のカラマツ人工林を対象とし

た等高帯状３伐生産システムに基づき，森林誘導を進める過程

（第１輪伐期間）では，現状の林齢が４５～５５年生に集中し，しか

も主伐間隔年数が１５年であることから，生産年度ごとの主伐収穫

量に大きな変動（基本的には増大変動）を生じるものと予測され

る。その大きな変動は，間伐収穫量によってある程度調整できる

としても，主間伐総収穫量も大きく変動する結果となろう。その

ような変動は森林誘導過程においては許容されるものと考えられ

る。

　この保続生産システムによる森林誘導過程は，原則として９０年

に及ぶ。したがって，森林誘導が近い将来に着手されると仮定す

ると，その進展につれて，作業級内を移転しながら現出する主伐

対象の等高帯状３伐区林分の林齢は高齢化し，その最終段階では

伐期齢の９０年をはるかに超えて１３５～１４５年前後に達する結果とな

る。したがって，この保続生産システムの適用試験は，北海道十

勝地方のカラマツ人工林の超長伐期施業試験をかねることにもな

る。前述の主間伐総収穫量の増大変動は，カラマツ人工林がこの

ような超長伐期にも耐え得るという前提にたっている。
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図－７．等高帯状３伐生産作業級における３伐結合年伐区の主伐－植栽順序

注１）輪伐期：９０年，主伐間隔年数：１５年，間伐林齢：１５，３０，４５，６０，７５年（１５年一定間隔）
注２）　　：３伐結合年伐区界　　　　　：等高帯状３伐区界
注３）主伐－植栽順序の逆順が当作業級内の林齢となる。したがって，この主伐－植栽順序そのものを当作業級内における林

齢とみなしてよい。ただし，各生産年度の秋期（成長休止期）における主伐直前の林齢である。
注４）この図から，各生産年度において，９０年生（主伐）－７５年生（第５回目間伐）－６０年生（第４回目間伐）林分，４５年生

（第３回目間伐）－３０年生（第２回目間伐）－１５年生（第１回目間伐）林分が山腹斜面の落水線方向に逆順で連結してい
ることがわかる。



　この等高帯状３伐生産システムは，北海道十勝地方のカラマツ

人工林を対象として設計されているが，このシステムに内包され

ている森林組織上の基本的枠組みは，立地条件が類似した他地方

のスギ・ヒノキ等の人工林，さらに帯状複層林（溝上ほか，

２００２；溝上，２００４）にも応用可能な場合があると考えられる。

　最後に，この論文に関連した資料を快くご提供いただいた九州

大学北海道演習林の古賀信也林長をはじめ，関係職員の方々に深

甚なる謝意を表する。
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